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地 動 儀

危険情報が安
全情報に逆転し
た。小中学生が
全員助かり、「釜
石の奇跡」とい
われた鵜住居で

は、死者の86%が想定浸水域外
の人であった。
悲惨だったのは、鵜住居地区
防災センターへの避難者が多数
犠牲となった事である。3月上
旬の訓練で、高齢者が多いから
楽な方へと、本来の高台より低
いセンターを一次避難所に指定
したのが、強く記憶に残ったた
めである。
片田敏孝群馬大学教授が教え
た3原則「想定にとらわれるな、
その状況の中でベストを尽く
せ、率先避難者たれ」に従って
臨機応変の行動が出来た小中学
生と、自分で状況判断が出来な
かった大人達の差に驚く。
4割が65歳以上の高齢者であ
る宮古市角力浜では、堺茂樹岩
手大学教授と共に、住民が津波
避難マップを作り、行政に避難
階段の設置を働きかけ、リヤ
カーに老齢者を乗せた避難訓練
を毎年行っていた。今回、舟を
見に下りた1人以外は109人全員
無事であった。
所与の情報より自分達の情
報。現場での状況に即した判断
力。これが大事である。

所与の情報より自分達の情報
東北大学名誉教授　首藤 伸夫
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本年に入って、1月19日に始まる新燃岳噴火、2月22日のニュージーラ
ンド地震、3月11日の東日本大震災、7月28日新潟・福島豪雨水害、そし
て台風12号、15号と、大規模自然災害が続いています。これらの災害の
特徴は、過去にも同じ場所で同様の災害を経験していることです。災害
経験を減災に活かせた事例もあれば、逆の事例もあります。今後の災害
軽減のために、これらの検証が望まれます。
戦後最悪の自然災害となった東日本大震災は、原発災害が継続する中、
災害対応が遅滞し、未だ復旧・復興の過程にあります。被災地の方々が
少しでも早く生活を取り戻すことができるよう、総力を結集する必要が
あります。
東日本大震災では、かつてより予想されていた巨大地震での問題の殆
どが顕在化しました。災害の複合性、広域性、集約化したエネルギーや
物流・通信・情報に依存しすぎた効率化情報社会、高機能高密度化した
大都市の脆弱性、など我が国の弱点が見事にあぶり出されました。南海
トラフ巨大地震や首都直下地震が切迫する中、東日本大震災で得た知見
をいち早く学び取り、災害被害軽減への方策と道筋を明らかにし、早期
の実践へと結びつける必要があります。
災害情報と防災教育に関わる異分野の人間が集結する学会大会は、災
害軽減のためのまたとない議論の場です。13回目の大会となる本年は、
将来の被災の中心地、名古屋での開催となります。メディア人と研究者
との勉強会NSL（Network for Saving Lives）が活動を始めて10年、また、
安全安心学を標榜する名古屋大学・環境学研究科の創設から10年が経ち
ます。名古屋大学では、南海トラフ巨大地震への対策をさらに推進する
ため、社会と連携して減災に取り組む新たな拠点「減災連携研究センター」
を昨年末に発足しました。こういった中、学会大会をお招きできること
は地元関係者にとって、望外の喜びです。
大会初日には、東日本大震災の教訓を被災地メディアの方々から学び、
これからの災害対応を考えるシンポジウムを、大会前日には濃尾地震120
周年記念シンポジウムを企画しています。皆様の来名を心よりお待ちし
ています。 （名古屋大学大学院環境学研究科教授）

日本災害情報学会 第13回大会開催に臨んで

１．日程：2011年10月29日（土）－30日（日）
２．会場：名古屋大学IB電子情報館
　　　　　（東山キャンパス・名古屋市千種区不老町）
３．概要：10月29日（土） 受付開始 　8：45
 研究発表 　9：30－11：40
 大会記念シンポ
  13：00－15：30（一般公開）
 廣井賞授賞式・受賞講演
  15：45－16：45（一般公開）
 総会 17：00－18：00
 懇親会 18：30－20：00
　　　　　10月30日（日） 受付開始 　8：30
 研究発表 　9：00－12：10
 研究発表 13：10－17：00
 閉会 17：00

■大会プログラム、参加費、アクセスなど詳細は同封の大会プログラムか、
学会ホームページでご確認ください。

日本災害情報学会 第13回学会大会開催迫る

大会実行委員長　福和 伸夫



東日本大震災で犠牲となった民生委員児童委員（以下 民生委員と称す）は、
50名弱にも及ぶ。民生委員は、非常勤の特別職として扱われており、公務災害
補償の対象となるが死亡時の災害弔慰金は、わずかである。また全国民生委員
児童委員連合会は、平成18年から「民生委員児童委員発 災害時一人も見逃さ
ない運動」として市町村と民生委員が連携して要援護者への安否確認行動を進
めることを奨励して来た。このような中で東日本大震災は、起こったのである。
筆者は、宮古市田老地区において民生委員（地区副会長）とお話しする機会
を得た。「他地区で活動中に津波に巻き込まれた民生委員がいた。」「津波が田
老地区を襲う直前までに民生委員として独居老人の避難誘導を行い、7人の要
援護者を救助した」などを聞き、津波襲来の可能性がある地域に民生委員活動
の現状と課題を明らかにすることが重要と考えた。先の地区副会長にお願いし
て田老地区民生委員全員（17名回収／ 23名配布）にアンケートを実施した。
⑴　2名の委員は、受け持ちの独居老人が10世帯以上、うち寝たきりは5世帯。
⑵　要援護者避難の改善点として、自治会や消防団、行政との連携が重要と
の指摘。またご自身も浸水エリアにあって戸別声かけは難しいとの声もあ
る。
⑶　民生委員が活動で救った要援護者数は、総数7名もあった。またその活
動中に命に関わるような経験をした民生委員が、3名もいた。

このように高齢化率が高い地域特性の中で多くの世帯を支援する民生委員の
実態がある。しかし民生委員といえども魂の重さは、変わらない。まずは民生
委員の安全を確保し、その上で要援護者への支援活動を行う仕組み作りが重要
である。さらに犠牲となった民生委員の活動に報いることを我々は考えて行か
なければならない。

岩手県知的障害教育校PTA連絡協議会は、岩手県内の11の特別支援学校に通
う児童・生徒の保護者を対象に、東日本大震災時の活動についてアンケート調
査を実施した。（調査実施期間23年6月～7月、配布件数1,014件、回収件数718件
（回収率70.8%））
アンケート調査の結果から特徴的なことを以下に紹介する。
⑴　災害用伝言ダイヤルの利用は5%にとどまった。
⑵　地域の防災訓練に参加したことのある人は15%であった。
⑶　個々の障害児の特徴を記したサポートブックを事前に作っていた人は
14%であった。
⑷　要援護者申請をしている人は6%にとどまった。
この結果からは、企業や行政が多大な経費と時間をかけて構築した新たな防
災システムが、知的障害児及び保護者には、あまり役立たなかったと言わざる
を得ない。関係者はその理由を真摯に検討しなければならない。
そのうえ、特別支援学校は発災時には保護者に児童を引き渡すとしていたた
め、備蓄や支援体制が不十分であり、児童の保護に苦慮した。保護者は徒歩で
何時間もかけて迎えに行ったり、児童が保護者に会えるまでに1週間、あるい
は20日以上かかったりした。
その後、児童を引き取った保護者は、一般の避難所での生活は難しいため、
自力で旅館、親戚、民間アパートを探した。学校が再開されるまで24時間、障
害児をかかえながら困難な生活が続く。買い物ひとつとっても、スーパーで3
時間、4時間かかる。だからといって障害児の家庭が優先されることもない。
アンケートをまとめたPTA連絡協議会の菊池要悦前会長は、災害時は特別支
援学校を知的障害児・者の福祉避難所と位置付け、保護者、学校、地域、行政
で十分な事前対策を行うことを提案している。

民生委員児童委員調査から見た要援護者の避難
環境防災総合政策研究機構　松尾 一郎
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　日本災害情報学会は2011年廣井
賞（学術的功績分野）を群馬大学
大学院教授の片田敏孝氏に授与す
ることを決めた。社会的功績分野
は該当がなかった。
　片田氏は長年の防災・減災研究
のもとに、独創的かつ実践的な防
災教育に携わり、東日本大震災に
おいても子どもたちが無事に避難
するなど実践面でも成果を出して
いる。
　授賞式と受賞記念講演は、名古
屋大学で開催される第13回学会大
会の1日目の10月29日に一般公開
で行われる。

　東日本大震災は、被災地域が非
常に広域で多様な災害事象が生
起しており、多岐にわたる調査対
象があるのが特徴である。このた
め、各会員がこれまでに実施して
きた現地調査活動の概要について
会員間で情報を共有するための
「情報共有会」が企画され、9月3
日（土）、東洋大学白山キャンパ
スで開催された。参加26名。
　冒頭、東京大学CIDIRの田中淳
教授から、東日本大震災の現地調
査に関して、震災前、災害期、応
急期、復興期の各時期において、
災害情報の生産者（国、地方自治
体、事業者、研究者）、伝達者
（マスメディア、地域メディア、
通信）、受容者（住民、行政、生
産者）のそれぞれについて、どの
ような調査が実施され、今後、何
が必要となるかについて紹介が
あった。また、調査対象が避難所
生活等をしている3万人に集中し
ている等調査対象に関する問題提
起などもされた。
　調査報告では、消防科学総合セ
ンターの黒田洋司氏から、市町村
間の応援の実態として応援をした
側の市町村へのアンケート調査の
結果について、東京大学の廣井悠
助教から、津波火災（延焼範囲の
同定,火災実験）及び首都圏にお
ける帰宅困難者現象アンケート調
査の結果について、山梨大学の秦
康範准教授からは、仙台市、宮城
県を対象とした支援物資の調達・
配送に関するヒアリング調査の結
果について、最後に災害時交通流
監視システム研究会の八木浩一氏
から、スマートフォンを使った路
面段差の分布状況調査の結果につ
いてそれぞれ報告があった。ま
た、東洋大学の中村功教授から
は、被災地でのヒアリング調査の
概要の報告がされた。
　時間も予定を30分ほど超過、有
意義な情報共有と議論だった。
（国土交通省災害対策室　須見 徹太郎）

特集１ 東日本大震災と要援護者
■2011年廣井賞に片田敏孝氏

東日本大震災から見えた知的障害児の防災対策
板橋区役所　鍵屋 一

■東日本大震災に関する調査
活動情報共有会の開催概要
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東日本大震災が発生した2011年3月11日、首都圏では大規模な帰宅困難現象
が発生している。東京大学・東洋大学・サーベイリサーチセンターはこの実態
を把握するため、3月下旬に共同で社会調査を行っている（20歳以上の男女個
人、2,026サンプル）。結果として、首都圏の外出者のうち約20%が地震当日に
帰宅できず、東京都に至ってはその割合が約32%にも及ぶなど、大量の帰宅困
難者の存在が確認できた。そしてその主な帰宅手段は徒歩が約36%であったほ
か、自動車によるものも31%（送迎含む）を記録し、ともに平時以上の利用が
確認されている。また帰宅困難者対策においては帰宅支援と並んでとりわけ帰
宅行動の抑制が重要とされるが、調査によると帰宅の判断材料については迅速
な運休情報の伝達や安否情報、居住地域に関する情報などが支配的であり、改
めて災害時における情報伝達の役割の大きさが示唆される結果となった。
ところで、この帰宅困難現象の根底には大規模な公共交通システムに支えら
れた都心23区への圧倒的な流入人口の存在があり、災害発生時の状況によって
帰宅困難者の量のみならずその質も大きく変化する。例えば休日の昼間に災害
が発生した場合は私用外出者対策の充実が求められ（調査では私用外出者は滞
留する拠点をもたないこともあり、徒歩帰宅を選択し易いことが判明している）、
夜間もしくは早朝に災害が発生するケースでは帰宅困難者は一転出勤困難者と
なり、迅速な事業継続にも影響を及ぼす。また調査対象者の多くが「次回も今
回と同じ行動を取る」と答えている点も含め、首都直下地震で想定されるよう
な直接被害が発生した場合は更なる徒歩帰宅の抑制が望まれる。それゆえ今後
は、東日本大震災のケースに関する検証のみならず、今回顕在化しなかった課
題についてそれぞれ検討を積み重ねる努力が必要になるものと考えられる。

NTTドコモは、携帯電話ネットワークの仕組みを利用して作成する新しい人
口統計情報「モバイル空間統計」の研究を進めている。モバイル空間統計は、日々
の地域別人口を短期間で推計できるため、人口統計情報が活用されている公共
分野の取組みに役立つ可能性があり、昨年度より工学院大学と帰宅困難者対策
への活用を共同で研究している。
携帯電話ネットワークは、いつでもどこでも電話やメールなどを着信できる
ように、基地局のエリア毎に所在する携帯電話を周期的に把握している。モバ
イル空間統計は、この情報と契約者情報を使って基地局エリア毎の携帯電話台
数を契約者の属性別に数え、ドコモの携帯電話普及率を加味することで推計し
た、人口の地理的分布や、性別や年齢層別、居住地別の人口の統計情報である。
なお、モバイル空間統計は、契約者のプライバシーを保護するために、非識別
化処理、集計処理、秘匿処理といった3段階処理を適切に実施して作成している。
国などが被害想定で利用する推計式に基づき、モバイル空間統計を活用して
帰宅困難者数を推計できる。モバイル空間統計を使って推計した帰宅困難者数
には、曜日別や月別、季節別に推計できる時間的継続性、日本全国の携帯電話
が利用可能な地域で推計できる地理的網羅性、さらには、高いサンプル率を有
する推計値であるといった特長がある。
共同研究では、東京都を対象として、各区市で発生する帰宅困難者数や、外
出先で帰宅困難者となる住民の数などを推計した。これらの推計値は、帰宅困
難者が一時待機する場所の検討や、住民を支援する施策の検討などへの活用が
期待できる。但し、推計対象日が1週間のみである、地理的な推計粒度が区市
町村単位であるなど限られた条件下での検討に留まっている。今後は、年間を
通して推計することで月や季節での違いを把握したり、より細かい地理的粒度
での推計を実施したりするなど、有事の際に帰宅困難者が混乱しないための事
前対策立案の一助になるべく研究を進めていく。

首都圏における帰宅困難現象の実態と対策
東京大学工学系研究科　廣井 悠 3月11日は地震発生数分後か

ら、緊急放送を午後10時まで担当
していた。
「体の安全を守る」啓発コメン

トや二次災害防止のための放送、
富士市・富士宮市からのお知ら
せ、自宅や周辺の被害情報、断水
状況、お店などの営業や閉店情報
等々…リスナーや企業、防災パー
トナーから次々と寄せられる326
件の情報メールを放送した。そし
て3月15日には、富士宮市で最大
震度6強の地震が発生。この時も
196件のメールが寄せられ、ライ
フラインや被害状況などを地域の
方々に放送することができた。
私たちの「富士コミュニティ

FM（radio-f）」は、富士市・富
士宮市内の約12万世帯をカバー
する地域密着のコミュニティ放送
で、平常時はもとより、災害時に
はより詳細な地元の情報を発信す
ることにこだわっている。「地元
のラジオがあってよかった!」とい
う声にもっと応えられるようにな
りたい。明日来てもおかしくない
と言われて35年。「東海地震」を
予感させる大きな揺れは、情報を
どのように発信すればいいのかま
た考える機会となった。

クライストチャーチで液状化試
験用の高品質（GP）地盤試料採取
法を技術移転した帰りの機中にて。
阪神淡路大震災直後、船で神

戸に行き地盤の良い非液状化地域
で見聞きした事は、一緒に寝てい
た子供にテレビが当り子供が亡く
なった両親。家具に挟まれながら
迫り来る火から逃げろと焼死覚悟
で孫に叫ぶお爺さん。一方、液状
化地域は激しい地盤変状被害、だ
が死者ゼロ。
液状化は、命を救う天然免震な

のだと実感した。新潟地震以来、
地盤を強固に改良することにアン
カーリングされ、免震機能を排除
してきたのではないか。家具の転
倒防止方法が甘くて我が子を死な
せたり、焼死覚悟で逃げろと叫ぶ
しかないお爺さん。このような悲
劇を繰り返す手助けをしてきたの
だろうか。 
実効性の高い防災情報力のup

と共に免震・地盤変状阻止の相反
する現象を一緒に解決する妙案は
ないものかと長い間の宿題を、ま
た思い起こす12時間の機中であっ
た。

地元のラジオ
ナビゲーター　清水 やすこ

モバイル空間統計の帰宅困難者対策への活用
株式会社NTTドコモ 先進技術研究所　鈴木 俊博 免震と液状化抑止工法

基礎地盤コンサルタンツ㈱　
酒井 運雄

特集２ 東日本大震災と帰宅困難者



【短信】
津波に備えて各地で標高、海抜の表
示の動き

東日本大
震 災 を 受
け、北海道
から沖縄ま
で、各地で
海抜や標高
を表示する
動きが相次

いでいる。自分が暮らす地域の“高さ”
を住民に知ってもらい、津波に対す
る避難意識を高めることが自治体の
おもな狙いだ。
表示場所の多くは学校や公民館等
の公共施設や電柱だが、バス停（青
森県むつ市）やコンビニエンススト
ア（静岡市）等の例も。また、高さ
によって表示を色分けする工夫も見
られるが、色のイメージが住民に過
度の安心感を与えるおそれはないか
表示の効果を冷静に分析する必要性
を感じる。 （TBS　福島 隆史）

2011年災害研究フォーラムを開催
損害保険料率算出機構が、11月14日
にベルサール九段において、災害研究
フォーラムを開催する。フォーラムで
は、東北地方太平洋沖地震の地震被害
の特徴および地震被害予測に係る現状
と課題に関して、纐纈一起教授（東
京大）、越村俊一准教授（東北大）、安
田進教授（東京電機大）、境有紀教授
（筑波大）の講演とともに、古村孝志
教授（東京大）による話題提供をもと
に、切迫する南海トラフの巨大地震（東
海・東南海・南海地震）による被害の
予測に向けた課題について北川良和教
授（山口福祉文化大）の司会により討
論を行う。
フォーラムの聴講申込み・問合せは
機構
HP（http://www.nliro.or.jp/2011/ 
110930.html）まで。

（㈱建設技術研究所　加藤 宣幸）
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学会プラザ
【書籍紹介】
◇関谷直也著『風評被害 そのメカニ
ズムを考える』（光文社新書，2011.5，
740円+税）
風評被害とは、そもそも如何なる
社会現象であるのか。本書は、東海
村JCO事故など豊富な事例を克明に
分析し、風評被害の実相と発生のメ
カニズムを解明する。本書によれば、
風評被害はうわさとは異なる。何ら
かの社会問題が実際に起き、テレビ
の大量報道や絶対的な安全を求める
社会心理、高度に発達した流通によっ
て風評被害が生じる。安全なものま
でが忌避され、経済的な被害を蒙る
ことなどが風評被害の要件であり、
安全が損なわれた場合や安全性につ
いて専門家の意見が分かれている場
合は風評被害には該当しない。筆者
は風評被害の対策を講じるためには、
風評被害を正しく理解することが必
要であると説き、東日本大震災につ
いても様々な提言をしている。明晰
な分析力が光る1冊である。
（NHK放送文化研究所　福長 秀彦）

◇大木聖子・纐纈一起著『超巨大地
震に迫るー日本列島で何が起きてい
るのか』（NHK出版新書，2011.6，740
円+税）
本書は、自ら研究者でありながら
日頃一般の方に地震研究の最前線を
分かりやすく説明している著者らが、
3.11の想定外の超巨大地震の発生を受
けて「何が地震の科学にこの限界を
生じさせたのか。我々自身の手で地
震の科学のあり方を問い直し、徹底
的な反省ののちに今後の課題を見出
さねばならない」という想いで一気
に書き上げた本である。内容は、超
巨大地震はどのように起きたのか、
巨大津波はどのように発生したのか、
日本列島はこの地震でどうなってし
まったのか、地震の科学の限界、防
災教育の重要性、今後起こる西日本
大震災などで、読み始めると引き込
まれて一気に読んでしまうだろう。
一般の方から専門家まで多くの方に
お薦めの本である。

（東京大学　鷹野 澄）

編 集 後 記
　本号は、学会大会間近の発行です。大会では例年のように活発な情報交換が繰り広げられると思いますが、
今年は特に東日本大震災に関連するものが際立つのではないかと思われます。学会の存在価値も問われそう
な大会になりそうです。大いにご参加ください。
▼台風で実家が避難勧告。親さえ避難を説得するのは難しくあの手この手（黒）▼台風で大量の帰宅困難者
が発生。危険な状況のなか、無理して帰る姿は変わらず・・・（村）▼台風と大雨の予報が出ていてもあの帰
宅困難。首都圏は課題山積（た）▼原子力防災、メディアはオフのオフサイトセンター（ふ長）▼これでも
かこれでもかと被災地に降る大雨を憎む（一）▼台風 15 号の帰宅困難問題、自己責任での対応が基本ではな
いか。（辻）▼脱原発。東京新聞一紙孤塁を守る ! だが淋しくない背後に多くの国民が支持しているから ...（中
信）▼「普段通りにやっただけ」そう語る釜石の“奇跡”の中学生、眩しかった。（ふ）▼地震、津波、原発、
そして台風被害と、どこまで続くか自然の驚異。。。そろそろこの辺で打ち止めを．．．（中康）▼「姑息」誤用
7 割 ... 災害情報も（こそ ?）言葉を大切に（和）

日本災害情報学会・ニュースレター No.47
〒 160-0011 東京都新宿区若葉 1-22 ローヤル若葉 505号室 TEL 03-3359-7827  FAX  03-3359-7987  メール tokio@jasdis.gr.jp

■入退会者（11.07.01～10.05・敬称略）
入会者
正会員　大谷 竜（産業技術総合研究所）、
菅 由希子（関西福祉大学）、道畑亮一（㈶
砂防・地すべり技術センター）、深田秀
実（小樽商科大学）、西垣語人（日本橋
学館大学）、諏訪雄三（共同通信社）、稲
田眞治（名古屋第二赤十字病院）、内山
敬介（静岡県）、秀島栄三（名古屋工業
大学）、根岸弘明（防災科学技術研究所）、
河野真裕美（NTT西日本）、行場絵里奈
（東北大学）、村上圭子（NHK放送文化
研究所）、倉田和己（㈱ファルコン）、鈴
木祥一（山形県長井市役所）、和田政宗
（NHK）、山中佳子（名古屋大学）、小林
祐司（大分大学）、古屋貴司（横浜国立
大学）、沼田宗純（東京大学）、木下義浩
（NHK）、谷口慎一郎（放送大学）、百瀬
荘太郎（東京都）
学生会員　鈴木釈規（専修大学）、李 旉
昕（京都大学）、岩堀卓弥、（京都大学）、
上野卓哉（兵庫県立大学）
賛助会員　C-ALERT協議会
退会者
正会員　東田芳治、嫁兼敏和、（13条）
伊藤達平、小野田恵一、飯島 希、見市
紀世子、石川富士雄、足立了平、加藤利
男、五十嵐孝浩、土門秀樹

■大震災とソーシャルメディアでシンポ
ジウム
　日本災害情報学会は「東日本大震災と
ソーシャルメディア～新しい災害情報
ツールを考える～」（仮）をテーマにシ
ンポジウムを企画中です。ほぼ概要が固
まりましたのでご案内します。
・日時：2012年 1月 28日（土）
　　　　13：00～ 17：00
・場所：東京大学 武田先端知武田ホール
　東日本大震災では、ツイッター、
facebook、mixi、Google ファインダー
などのいわゆるソーシャルメディアが
脚光を浴びました。テレビ、新聞、ラ
ジオあるいはインターネットや携帯
メール等の従来メディアも活用されま
したが、新たなメディアの出現とも言
えます。
　シンポジウムは内容が確定次第、学会
ホームページならびに会員メールでご案
内します。

事務局だより


